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令和２年度「川崎市障害福祉従事者養成研修事業補助金」交付に係る募集要領 

 ※ 新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言の見通し、及び、感染防止の観点等から、本要 

  領や補助金要綱の基づく取扱いに、今後変更が生じる可能性があることを御承知おきください。 

また、研修の計画については申込時点の計画とし、実施に当たっては感染防止策を講じるととも 

に、神奈川県、川崎市の指導や通知に御留意くださいますようお願いします。 

Ⅰ 事業の概要                                     

１ 目的
本市の障害児者支援の質の維持向上を図るため、「川崎市障害福祉従事者養成研修事業補助金交付要

綱」第２条に基づき、障害福祉従事者及び従事予定者が必要な技能を習得するための研修を行う法人を

募集するものです。 

２ 募集期間 
 令和２年５月１１日（月）～令和２年５月２６日（火）（必着） 

３ 補助の対象事業 
次の研修事業を対象とします。 

（１） 神奈川県障害者居宅介護従事者基礎研修等事業指定要綱に基づく指定を受けた行動援護従事

者養成研修 

（２） 神奈川県障害者居宅介護従事者基礎研修等事業指定要綱に基づく指定を受けた同行援護従事

者養成研修 

（３） 川崎市障害児・者移動支援事業等従事者養成研修実施要綱に基づく指定を受けた第４条第１項

で定める移動支援事業等従事者養成研修（以下「移動支援事業従事者養成研修」という。） 

（４）川崎市障害児・者移動支援事業等従事者養成研修実施要綱に基づく指定を受けた第４条第１項

第２号で定める生活サポート事業従事者養成研修及び同条第２項で定める家庭支援従事者養成研修

（以下「生活サポート等従事者養成研修」という。） 

４ 募集内容 

研修事業名 定員の上限 平成３１年度実施回数 

行動援護従事者養成研修 ４０人 ４ 回 

※ 

同行援護従事者養成研修 一般課程 

同行援護従事者養成研修 応用課程 

各２０人 各 ２ 回 

同行援護従事者養成研修 一般課程 ２０人 １ 回 
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移動支援事業従事者養成研修 ２０人 ３ 回 

生活サポート等従事者養成研修 ２０人 １ 回 

※一般課程及び応用課程の開催につき各１回を１組にし、募集します。 

５ 補助金の算定方法 
補助金の単価、対象経費及び補助率 

研修事業名 

第１欄 第２欄 

第

３

欄 

川崎市在住又は在

勤の受講者一人当

たりの額上限額 

対象経費 

補

助

率 

行動援護従事者 

養成研修 
50,000円 

・人件費 

・旅費 

・講師等謝礼金 

・需用費（消耗品費、印刷製本費、） 

・役務費（通信運搬費、手数料、保険料、

雑役務費） 

・会場、設備使用料 

・事務用機器、ＯＡ機器借上料 

・その他事業の実施に要する経費 

10

／

10 
同行援護従事者養成研修 

一般課程 
50,000円 

同行援護従事者養成研修 

応用課程 
50,000円 

移動支援事業従事者 

養成研修 
16,000円 

生活サポート等従事者 

養成研修 
15,000円 

※補助金は、実際の補助対象経費が上限額を下回った場合、実際の補助対象経費の額となります。 

Ⅱ 応募の手続き                                    

複数の研修事業の応募は、1－４「募集内容」の表「定員の上限」及び「令和２年度の実施回数」を

超えない範囲ですることができます。 

１ 申込資格 
応募する法人は、次の各号を満たす必要があります。 

（１）宗教活動や政治活動を目的とした団体でないこと。 

（２）特定の公職者（候補者を含む。）、若しくは政党を推薦、支持又は反対することを目的とした団体

でないこと。 

（３）川崎市暴力団排除条例（平成２４年３月１９日条例第５号）第７条に基づく、暴力団員等、暴力

団経営支配法人等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者でないこと。 

２ 提出書類 
申込法人は次の(1)～(８)の書類について原本及び写しを提出してください。 
また、複数の研修事業を希望する場合、（１）、（３）及び（４）は研修事業ごとに作成してください。 
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３ 書類の提出方法 
提出書類は原則として郵送としてください。提出書類の作成及び提出に係る一切の費用は、参加者の
負担となります。また、期限内必着、書留等の配達記録が残る方法に限ります。 

なお、提出期限後は、書類の差替え、変更又は追加は原則認めません。 

４ スケジュール 

(1) 募集期間 令和２年５月１１日（月）～令和２年５月２６日（火） 

(２) 結果の通知 令和２年６月下旬から７月上旬頃 

５ 留意事項 
 神奈川県の指定が必要な研修事業につきましては、本事業の申し込みをする前に、指定を受けるため

に必要な準備書類、指定が出るまでに要する期間等に関して神奈川県の担当部署へお問い合わせ、相談

してください。 

 補助金の交付後、指定が取れないこととなった場合は補助金の返還が生じます。 

   神奈川県福祉子どもみらい局 福祉部地域福祉課福祉介護人材グループ 

    電話 ０４５－２１０－４７６８ 

神奈川県ＨＰ 「居宅介護従業者等の養成研修事業指定について」

６ 本事業に関する問合せ及び書類の提出先 
〒210-8577 川崎市川崎区宮本町１ 

川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害福祉課 障害福祉係 

電話：044-200-2653  ＦＡＸ：044-200-3932   

電子メール：40syogai＠city.kawasaki.jp

様式名 

(1) 川崎市障害福祉従事者養成研修補助金交付申込書 様式１

(2) 法人調書 様式１－１

(3) 事業計画書 様式１－２

(4) 事業に係る収支予算書 

受講料は無料、テキスト代、交通費、飲食代は受講者の自己負担

とする。 

様式１－３

(5) 団体に関する申出書 様式２ 

(6) 定款、規約、会則等 様式自由 

(7) 法人の平成３１年度予算決算（見込）書及び令和２年度予算書 様式自由 

(８) チラシ、パンフレット等活動内容がわかる資料 様式自由


